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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１５０　　２０１１年　１２　月　８　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
水谷元市長のリコールについて
年末から市長リコール（解職を求める）の署名が開始されます。
現在は、リコールの署名を集めて頂ける方（受任者）を募集中です。
水道部の収賄罪での逮捕に始まり、架空工事というとんでもない事件がありました。職員の住宅手当の不正受給事件があり、経済環境部では指名業者や職員から詐欺したと逮捕される事件があり、同時に公金横領が明らかになりましたが不問とされました。そして今回は競売入札妨害での２人の職員逮捕（業者や市長の側近も逮捕）でした。職員の破廉恥な盗撮事件も発生しています。　１１月末の臨時議会では、踏み切り横断中の車両による物損事故や車外から車のエンジンをかけての事故が報告されました。これらの保証に、市民の皆さんからの税金が使われます。どこか間違っているのではないでしょうか。１１月末に市民団体による水谷元市長のリコール運動が始まり、１１月２８日の臨時議会では再び「市長の辞職勧告」動議が提出されましたが否決されました。議員の有志４人（小川満美、倉本崇弘、石田正子、星野公平敬称略）により「リコールをすすめる議員有志の会」が立ち上がりました。「３年間で４人の職員逮捕は異常事態であり、加えて今回の事件は市長の私設秘書と思われる人物が関与したことは重大であり、議員の一員として市長の責任を追及するだけでは、市民の皆さんから納得してもらえない。超党派で大団結して市長のリコールを目指したい」としています。　　　１２月２日には、市民団体「明日の桑名を語る会」、「リコールをすすめる議員有志の会」（日本共産党を含む）、社民党県連合関係者などが集まり、団体を統合して「桑名市長リコールの会」を設立し、今後は解職請求代表者証明書の交付申請をして、年内に署名集めに入る方針を確認しました。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
１１月２８日（月）　の　臨時議会報告
議案２件が提出されましたが、「桑名市職員給与条例等の一部改正について」に反対しました。反対の理由は、人事院勧告に基づいて給与を引き下げるのは、
１、 桑名市は、充分な市場に見合った調査の上に立ってない事。
２、 職場からの切実な生活改善の声に耳をかたむけていない事。
３、 公務員の賃金の引き下げは、地域の賃金改善の動きに逆流する事。
であり、逆に引き下げを見送り、賃上げで地域を活性化するように提案しました。
２０１１年　１２月議会　提出議案
１５議案と１つの報告（土地開発公社の経営状況）です。
議案は、補正予算６つ（一般会計、国保会計、介護保険、後期高齢者、水道会計、下水道会計）、条例の制定３つ（市長・副市長の給与減額、自立支援法の改正に伴う公務災害条例２件整理）、条例の一部改正３つ（市税条例、学童保育所条例、スポーツ振興審議会条例・委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例）、土地の取得２つ、市道の認定及び変更１つです。

一般会計の補正予算は、総額７２９百万円で、人件費の増減２３２百万円、生活保護扶助費増９９百万円、障害者自立支援費増９２百万円、予防接種事業費増６９百万円、桑名駅西土地区画整理事業費増４５百万円、災害復旧費④１百万円等々です。国保会計、介護保険、後期高齢者、下水道会計の補正予算は、人件費の増減のみ。水道会計の補正予算は、人件費の増減と水源調査委託費です。
条例の改正は、職員の不祥事の管理責任として市長５０％と山下副市長１０％減給する「市長及び副市長の給与を減らす条例の制定」が論議を呼びそうです。

又、６日に新議長・副議長の選出が行われました。（常任委員会所属変更は７日）

１２月議会　一般質問予定「介護保険どうなるの？」
ＪＲ東海　リニア中央新幹線の中間駅建設に全額負担
「地元歓迎」と喜んでいるのは自治体関係者だけではないでしょうか。

１１月に長野県でシンポジウム「必要か？リニア新幹線」が開かれました。基調講演では、ＪＲ東海が建設の理由としている輸送力の強化、老朽化対策、高速化への対応について、「東海道新幹線の利用率は年々減少し、高速で移動する利用者の意向調査すら行われていない」と指摘し、建設計画を先延ばしし、「国民の理解を得るべきだ」と報告されました。中央・南アルプスの地質構造は「建設に適していない」、電磁場の健康リスク、「長野県の自然を破壊する建設には賛成できない」等々の意見があったようです。建設を止めさせるには、今後、沿線各地でこの様なシンポジウムの開催が必要です。
ＣＯＰ１７　新たな枠組み合意の展望開け
温室効果ガスの排出削減に向けた新たな枠組みを議論するため、国連気候変動枠組み条約の締約国会議(ＣＯＰ１７)が約１９０の国・地域が参加して南アフリカのダーバンで開幕しています。来年は｢地球サミット｣から２０年。同サミットで採択された気候変動枠組み条約は、地球温暖化を人類が直面する課題に位置づけ、防止に向けた国際協力をうたいました。温暖化を防ぐには温室効果ガスの排出を大幅に削減しなければならず、そのための実効ある枠組みが不可欠です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
京都議定書の第１約束期間が来年末で終了することから、期限内に新たな合意が得られなければ、世界的な温暖化対策に「空白」が生じる事態になります。２年前のＣＯＰ１５では、産業革命以前からの気温上昇を「２度以内」に抑えると合意したものの、具体策では先進国と途上国とが対立し前進しませんでした。昨年のＣＯＰ１６は協調して取り組むことを確認したものの、実質的な前進は今回に持ち越しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

温暖化防止には、京都議定書から離脱した米国をはじめ、歴史的に温室効果ガスを大量に排出してきた先進国が率先して責任をはたすことが決定的です。同時に、取り組みに「空白」を生まないためには、２０１３年以降の京都議定書第２約束期間の目標を設定することも必要です。途上国の多くが要求し、欧州連合（ＥＵ）も容認しているもので、現状では採択にいたる可能性のある唯一の措置です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ大半の原発が停止しているなかで、財界は温室効果ガスを２５％削減する政府目標の引き下げを要求しています。地球温暖化を防ぐ責任をはたす立場から、引き下げは許されません。いっそうの省エネとともに、再生可能エネルギーへの転換に力を尽くすべきです。
ｐｐｐ社会保障削減＋消費税増税 ｢一体改悪｣に突進 　　　　　　　　　　　　　　ｐ野田首相は、消費税を１０％に増税する「社会保障・税一体改革」への強い「決意」を表明し、「一体改革」について、「社会保障の機能を強化し、安定財源を確保して将来にわたって持続可能なものにする」ための処方箋だとのべています。消費税増税は社会保障のためであるかのような説明をしています。「社会保障のため」というのは消費税導入の際に、５％に増税した際にも時の政権が国民に向けて語った言葉です。これから民主党政権がやろうとしている「一体改革」は初めから社会保障の改悪メニューをずらりと並べています。年金の削減や支給先送り、外来受診のたびに定額負担させる制度の導入、７０～７４歳の窓口負担の倍加、介護給付や生活保護の抑制、保育の公的責任の放棄…。（下表参照）　　　　　　　　ｐ政府が各地で開いている「社会保障・税一体改革シンポジウム」などでは「現在の社会保障を『守り』『充実し』、そして、みんなで支え合う仕組みをもう一度作り上げるものです」といっているようです。「みんなで支え合う」というのもごまかしです。消費税は毎日の消費に一律にかかる税金です。所得が少ない人ほど所得から生活費に回す割合が大きくなるため、所得に対する消費税の負担割合は低所得者ほど重くなります。消費税は、価格にすべて転嫁できる大企業は実質的に１円も負担しなくて済む税金でもあります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ財政が大変だと言いながら、大企業向けの法人税減税に固執し、米軍「思いやり予算」や政党助成金にすらメスを入れようとしない民主党政権のやり方には一片の道理もありません。きっぱりと「一体改革」を止めさせましょう。
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2003年５月１５日に｢星野公平ニュースＮｏ.１｣を発行してから約８年半経ち｢Ｎｏ.１５０｣の発行を迎えました。これからも桑名市を良くするために頑張っていきます。ご意見等、ご支援もよろしくお願いします。（第３分冊発行予定です。）
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